
 

 

 

 

ハート光サービス規約 

 株式会社ハートネットワーク 

 

 

第 1 章 総 則  

第 1 条 （本規約の適用） 

1．株式会社ハートネットワーク（以下「当社」といいます。）は、この ハート光サービス規約（以下「本規約」といいま

す。）に従い、ハート光サービス（後記第 2 条第（1）号に定義し、以下「本サービス」といいます。）を提供するも

のとします。 

2．当社は、本規約に関する追加、削除、特約等の条件（以下「特約条件」といいます。）を別途定めることがあり

ます。この場合、特約条件は本規約の一部を構成するものとします。本規約と特約条件との間に齟齬が生じた

場合、特約条件が本規約に優先して適用されるものとします。 

3．当社は、当社所定の方法により会員に通知することにより本規約を変更することがあります。その場合には、

料金その他の本サービス提供条件は変更後の規約によります。 

 

 

第 2 条 （定義） 

本規約において用いられる以下の用語はそれぞれ以下に記載する意味を有します。 

(1) 「ハート光」とは、NTT 西（後記(9)号において定義します。）の提供する光コラボレーションモデルを活用し当 

社が提供する、光ファイバーを用いた電気通信サービスおよびインターネット接続サービスの総称をいいま

す。 

(2) 「オプションサービス」とは、本サービスのオプションサービスとして当社または当社との提携先事業者が

提供するサービスの総称をいいます。 

(3) 「利用契約」とは、本サービスを利用するための契約をいいます。 

(4) 「申込者」とは、当社に利用契約の申し込みをした者をいいます。 

(5) 「会員」とは、当社との間で利用契約が成立した本サービスの利用者をいいます。 

(6) 「電気通信設備」とは、電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備をいいます。 

(7) 「電気通信回線設備」とは、電気通信設備のうち、電気通信を行うための送受信場所間の通信で、構成設

備として路設備およびこれと一体として設置される交換設備、およびこれらの附属設備をいいます。 

(8) 「電気通信サービス」とは、電気通信設備を使用して他人の通信を媒介し、または電気通信設備を他人の

通信の用に供することをいいます。 

(9) 「NTT 西」とは、西日本電信電話株式会社（以下「NTT 西日本」といいます。）をいいます。 

(10)「フレッツ光」とは、NTT 西が「IP 通信網サービス契約約款」に基づき提供する、光ファイバーを用いた電気

通信サービスをいいます。 

(11)「品目」とは、当社が別途定める本サービスの提供品目（ファミリー／マンション等）をいいます。 

(12)「サービスタイプ」とは、当社が別途定める本サービスの提供タイプ（ファミリー／マンション）をいいます。 

(13)「消費税等相当額」とは、消費税法の規定に基づき課税される消費税および地方税法の規定に基づき課

税される地方消費税の額に相当する額をいいます。 

(14)「料金等」とは、本規約に基づき会員が負担すべき債務およびこれにかかる消費税等相当額をいいます。 

(15)「新規申込」とは、フレッツ光を利用されていない申込者が、当社に本サービスの申込みを行うことをいいま

す。 

(16)「転用」とは、フレッツ光の利用者が、当社に当該フレッツ光の契約を本サービスへ契約変更の申込みを行

うことをいいます。 

(17)「卸電気通信役務提供事業者」とは、当社と卸電気通信役務の提供にかかる契約を締結している電気通

信事業者をいいます。 



(18)「IP 通信網サービス取扱所」とは、本サービスに関する業務を行う当社または卸電気通信役務提供事業者

または当社委託先事業者の事務所および設備施設のことをいいます。 

(19)「取扱所交換設備」とは、IP 通信網サービス取扱所に設置される交換設備のことをいいます。 

(20)「収容 IP 通信網サービス取扱所」とは、契約者回線が収容される取扱所交換設備を設置している IP 通信

網サービス取扱所のことをいいます。 

(21)「契約者回線」とは、本規約に基づいて取扱所交換設備と本サービスの申込者が指定する場所との間に

設置される電気通信回線をいいます。 

(22)「発信者番号通知」とは、契約者回線等に係る契約者 ID 番号等を通信の相手先の契約者回線等または相

互接続点へ通知することをいい、会員に対し「固有番号通知機能（N）」として標準提供されます。 

(23)「回線終端装置」とは、契約者回線の終端の場所に当社が設置する装置（ONU 等）のことをいいます。 

(24)「端末設備」とは、同一の構内または同一の建物内にされる、配線設備および端末機器をいいます。 

(25)「自営端末設備」とは、会員が設置する端末設備をいいます。 

(26)「自営電気通信設備」とは、会員が設置する電気通信設備で、端末設備以外のものをいいます。 

(27)「付加機能」とは、会員に対して標準提供されるサービス「固有番号通知機能（N）」の総称をいいます。 

（28）「事業者変更」とは光コラボレーション事業者が提供する光回線を利用中のエンドユーザーが、他の光コ

ラボレーション事業者及び NTT 西日本が提供する光回線へ工事不要で移行できる注文のことを指します。 

 

 

 

 

 

第 2 章 サービスの提供等 

 

 

第 3 条 （サービス提供区域） 

本サービスの提供区域は、当社が別に定める区域とします。 なお、サービス提供区域は変更される場合が

あります。 

 

 

第 4 条 （オプションサービスの提供） 

1．会員または申込者がオプションサービスの利用を希望する場合には、オプションサービスの種類その他そ

のオプションサービスを特定するための事項について当社所定の方法により申し込むものとします。 

2．会員がオプションサービスを利用する際に、当該オプションサービスが当社以外の事業者によって提供され

る場合には、当社は会員または申込者を代理して当該提携先事業者に対してオプションサービスの提供を申

し込むものとし、オプションサービス提供契約が成立した場合には、会員は当該提携事業者の定めるサービス

約款に従うものとします。なお、当該提携事業者の定めるサービス約款が本規約と異なる定めをしている場合

は、当該オプションサービスについては当該サービス約款が優先して適用されるものとします。 

3．会員がオプションサービスの利用の停止を希望する場合には、当社所定の方法により利用停止の手続を行

うものとします。 

 

 

第 5 条 （付加機能の提供） 

当社は、当社が別に定めるところにより付加機能を提供します。ただし、その付加機能の提供が技術的に困

難なとき、または保守することが著しく困難である等当社の業務の遂行上支障があるときは、その付加機能

を提供できないことがあります。 

 

 

第 6 条 （端末設備の提供） 

当社は、当社が別に定めるところにより端末設備を提供します。 



 

 

第 3 章 契約の成立等 

 

 

第 7 条 （契約の単位） 

当社は、本サービス 1 回線につき一つの利用契約を締結します。この場合、会員は一つの利用契約につい

て一人に限られるものとします。 

 

 

第 8 条 （契約者回線の終端） 

当社は、会員が指定した場所内の建物または工作物において、当社の線路から原則として最短距離にあっ

て、堅固に施設できる地点に保安器、配線盤または回線終端装置等を設置し、これを契約者回線の終端とし

ます。 

 

 

第 9 条 （収容ＩＰ通信網サービス取扱所） 

1．契約者回線等は、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所の取扱所交換設備に収容します。 

2．当社は、技術上および業務の遂行上やむを得ない理由がある場合、また第 34 条（修理または復旧の順

位）の規定による場合は、収容ＩＰ通信網サービス取扱所を変更することがあります。 

 

 

第 10 条 （契約の申込み） 

申込者は、本サービスの申込みにあたっては、本規約に同意の上、当社所定の方法により行うものとしま

す。 

 

 

第 11 条 （提供条件） 

本サービスは、次の接続方式により提供されるものとします。 

  IPv4 PPPoE 

 

 

第 12 条 （契約の申込みの承諾） 

1．本サービスに係る契約は、第 11 条（提供条件）に従い申込者により本サービスの申込みがなされ、当社

が当該申込みを承諾することを条件として、以下に定める日に成立するものとします。なお、審査等のため申

込者の運転免許証、健康保険証、印鑑証明書、資格証明書、商業登記簿謄本その他の書類の提出を要する

場合があります。 また、申込日より 180 日以内に契約成立を確認できない場合は、事前に告知することなく

当社の判断により申込みを取り消しさせていただくことがあります。 

(1) 新規申込の場合、本サービスの工事完了日に利用契約が成立するものとします。 

(2) 転用の場合、当社が転用受付手続きの完了を確認した日に契約が成立するものとします。 

（3） 事業者変更の場合、当社が事業者変更手続きの完了を確認した日に契約が成立するものとします。 

2．前項の定めにかかわらず、当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には本サービスの申込みを承諾

しないことがあります。 

(1) 申込者の住所が当社が別途指定する本サービスの提供地域外であるとき。 

(2) 当社または卸電気通信役務提供事業者に本サービスの申込みを受諾するだけの電気通信設備の余

裕がないとき。 

(3) 本サービスを提供することが技術上その他の理由により困難なとき。 

(4) 当社が提供する電気通信サービスまたはその他のサービスにおいて、過去に不正使用または料金等

の不払い等の理由により契約の解除または利用を停止されていることが判明した場合。 



(5) 入会申込みの際の申告事項に、虚偽の記載があったとき。 

(6) 当社の業務の遂行に著しく支障があるとき。 

(7) 申込者が 18 歳未満であるとき。 

(8) 申込者が成年被後見人、被保佐人または被補助人のいずれかであり、申込みの手続が成年後見人に

よって行われておらず、または申込みの際に保佐人もしくは補助人の同意を得ていなかったとき。 

(9)申込者が、現に当社または当社が別途「電気通信事業等における個人情報の取り扱いについて」におい

て個人情報を当社と共同利用する者または第三者提供先として定めた会社の提供する他のサービスの料金

等の支払いをなさずまたは遅延しているとき。 

(10)申込者が過去に当社、または当社が別途「電気通信事業等における個人情報の取り扱いについて」に

おいて個人情報を当社と共同利用する者または第三者提供先として定めた会社が提供するサービスの利用

契約を解除されていることが判明したとき。 

(11)第 25 条（禁止事項）に定める会員の義務に違反するおそれがあると当社が判断したとき。 

(12)その他当社が適当でないと判断するとき。 

3．前項に従い当社が利用契約の申込みの承諾を行わない場合でも、それまでの間に発生した料金等について、

申込者は、第 4 章（料金等の支払）の規定に準じてこれを支払うものとします。 

  4．事業者変更でのお申込みの場合変更元事業者と契約者との契約内容は解除となり、当社との新たな契約

になります。 

  5．事業者変更の対象となるサービスの提供料金、提供条件が変更元事業者から変更となります。また、付

加サービスの提供事業者が当社とならず、NTT 西日本からの提供となるケースがあります。 

  6．当社事業者変更の対象となるサービス、付加サービス以外については継続提供ができない場合がありま

す。 

 

第 13 条 （契約者 ID 番号等） 

1．契約者 ID 番号等は、本サービスを提供するにあたり、一つの契約者回線ごとに当社が定めます。 

2．当社は、技術上または業務の遂行上やむを得ない理由がある場合、また第 34 条（修理または復旧の

順位）の規定による場合は、契約者 ID 番号等を変更することがあります。 

3．前項の規定により、契約者 ID 番号等を変更する場合には、あらかじめそのことを会員に通知します。 

4．会員は、契約者 ID 番号等および当社が別に定める認証方式により、契約内容の変更および確認その

他の請求等を行うことができます。この場合において、当社は、その請求等は会員が行ったものとみなし、その

ことに伴い発生する損害については責任を負いません。 

 

 

第 14 条 （契約事項の変更） 

1． 会員は、第 10 条（契約の申込み）に定める契約申込み時に回答した事項について変更が生じた場合に

は、直ちにその旨を当社所定の方法に従い当社に報告するものとします。 

2．当社は、会員より変更申込があった場合は、第 12 条（契約の申込みの承諾）の規定に準じて取扱います。

また、当社は、当社の裁量により必要と判断した場合には、前項に定める変更内容を証する書類の提示を求

めることができるものとします。 

3．当社は、前項の規定により変更申込みを承諾した場合は、変更を承諾した日から本サービスの利用につい

て変更された事項を適用するものとします。 

4．申込み事項に変更が生じたにもかかわらず、すみやかに変更申し込みがなされないことにより、当社に何らか

の損害が生じた場合は、会員は、当社に対しその損害を賠償する責任を負うものとします。なお、この場合、当

社は変更前の申込み内容にしたがって本サービスの提供を行うものとし、これにより会員に生じた損害につい

ては何ら責任を負わないものとします。 

 

 

第 15 条 （品目等の変更） 

1．会員は、本サービスの品目またはサービスタイプの変更を希望する場合は、当社所定の方法をもって申込み

を行うものとします。 



2．前項に従い、会員が品目変更またはサービスタイプ変更の申込みを行った場合は、当該申込みを当社が承

諾し、品目変更手続きが完了した日を品目変更完了日、サービスタイプ変更手続きが完了した日をサービスタ

イプ変更完了日とします。品目変更完了日およびサービスタイプ変更完了日（総称して以下「品目等変更完了

日」といいます。）は当社所定の方法をもって会員へ通知するものとします。 

3．品目またはサービスタイプの変更を完了した場合、品目等変更完了日の前日まで従前のサービスの利用料

金を適用し、品目等変更完了日より変更後の料金で請求するものとします。 

 

 

第 16 条 （住所の移転） 

1．会員が住所等を移転する場合で、その移転先が、本サービスの提供地域内である場合は、会員は移転先に

おいて本サービスの利用契約を継続することを当社に対して申し込むことができるものとします。ただし、移転

先によっては、技術上その他の理由により本サービスの提供ができない場合があることを、会員はあらかじめ

承知するものとします。 

2．会員が第 1 項の申込みを行う場合は、会員が移転する前に行うものとし、その手続きについては、第 10 条

（契約の申込み）および第 12 条（契約の申込みの承諾）の規定が適用されるものとします。また、会員は当社

の移転手続きに係る工事費等その他の料金を支払うものとします。 

3．第 1 項の申込みがなされた場合、移転元における転出にかかる工事が完了する日までの期間について、会

員は移転元における本サービスの料金等を支払う義務を負うものとします。 また、会員は移転先での工事が完

了した日から移転先における本サービスの料金等を支払う義務を負うものとします。 

4．第 1 項の申込みがなされたにもかかわらず、当社が第 1 項の申込みに対する承諾をせず、または会員が

第 1 項の申込みを取り消した場合、会員が移転した時に利用契約の解約の通知がなされたものとみなします。

この場合は、当社は第 28 条（会員が行う契約の解約）の規定に従い解約の手続を行うものとします。 

5．会員が住所等を移転する場合で、第 1 項の申込みをしない場合またはその移転先が本サービスを提供して

いない地域である場合、会員は第 28 条（会員が行う契約の解約）の規定に従い解約の通知を行うものとしま

す。 

6． 前項の解約通知がなされず、または解約通知が遅れたことにより、解約手続が遅れた場合でも、会員は

利用契約の終了までに発生する当社に対する料金等の債務を支払うものとします。 

7．会員が住所等を移転したにもかかわらず第１項の申込みを行わないために、当社からの通知・連絡等が到

達しない場合、または会員の住所等が判明しない場合、当社は、第 29 条（当社が行う契約の解除）の規定に

従い当社の判断により利用契約を解除することができるものとします。 

8. 本条に従い会員が本サービスを解約する場合、会員は、当社の指示に従い、貸与された接続機器をすみや

かに返還するものとします。 

 

 

 

 

 



第 4 章  料金等の支払 

 

 

第 17 条 （課金開始日） 

1．本サービスの申し込みをした場合の課金開始日は第 12 条（契約の申込みの承諾）に定める本サービス

の契約成立日とします。ただし、当社の特別な事情により実際の工事完了日または転用受付手続完了日、

事業者変更受付手続き完了日より遅れて当社がその事実を知った場合、当該期間に発生した利用料金につ

いては、後日合算してお支払いいただく場合があります。 

2．本サービスの課金開始日が月の途中となった場合、課金開始日が属する月の料金等は次の通りとします。 

（１）月額利用料金として１，５００円とオプション料金の合計金額を徴収する。 

 

 

第 18 条 （料金等） 

1． 会員は本サービスの利用料金、手続きに関する料金、工事費その他の料金等を当社が別途定める方法

にて当社に支払うものとします。なお、当社に対する支払いに関しては、別段の定めがない限り、当社または

集金代行業者（後記第 4 項において定義します。）が集金するものとします。また、各種料金等の具体的な金

額および算定方法は、当社が別途定めるところによるものとします。 

2． 第 1 項に規定する本サービスの利用料金は、当社が提供する本サービスの態様に応じて、利用料、付加

機能利用料、屋内配線利用料および機器利用料を合算したものとします。 

3． 第 1 項に規定する本サービスの工事に関する費用は、工事費および線路設置費とし、端末設備の設置

または移転、付加機能の利用開始、利用の一時中断または再利用に関する工事、その他契約内容の変更

に関する工事を含みます。工事の着手後完了前に利用契約の解除等があった場合は、会員は、その工事に

関して利用契約の解除等があったときまでに着手した工事の部分について、その工事に要した費用ならび各

種手数料を当社に支払うものとします。 

4． 当社は、料金等その他利用契約に基づき当社が会員に対して有する債権の請求ならびに受領行為を株

式会社ハートネットワーク、その他第三者（以下併せて「集金代行業者」といいます。）に委託できるものとしま

す。 

5． 会員は、利用契約申し込み後、速やかに当社が別途定める支払方法の中から選択した料金等の支払方

法を当社に通知することとします。 

6．料金等の支払方法等については第 20 条（料金の支払い方法）に定めるところによるものとします。 

7．料金等の支払の履行遅延があった場合または事由の如何を問わず料金等の支払の確認ができなかった

場合、当社または集金代行業者より、当社または集金代行業者の定める方法にて再請求を行います。 

8．当社は、本規約において明示的に定める場合の他、いかなる理由があっても、当社が会員より受け取った

料金等について、一切返還する義務を負わないものとします。 

9．料金等の支払方法を当社もしくは集金代行業者へ通知しない、または通知した支払方法による料金等の支

払の確認ができない等の事由により、当社または集金代行業者が払込票を発行して料金等の請求を行う場

合は、別途定める事務手数料を加算して料金等を請求いたします。 

 

 

第 19 条 （工事費の支払い） 

1． 会員は、本サービスの解除等があった場合も、工事費の残債について支払う義務を免れないものとしま

す。 

 

 

第 20 条（料金の支払い方法） 

1．会員が当社に支払う加入料金などの支払い方法、当社が別途指定した期日までに、当社が指定した金融

機関の自動振替、またはクレジットカード等により支払うものとします。この場合、当社は金融機関の預金口座

振替依頼書に基づき、請求書並びに領収書は発行しないものとします。 

2．会員は、当社に月単位で支払う料金について、当月分を翌月の当社が指定する期日（金融機関の休日の



場合には翌営業日）までに、当社が指定する方法により支払うものとします。  

3．会員は、当社が定める加入料金について、当社の事前の承諾を得た上でなければ、第三者に支払わせ

ることができないものとします。 

 

第 21 条（料金の計算等） 

1．当社は、料金等について、本規約に別段の定めがある場合を除いて毎月暦月末日をもって締切り、当該月

末日が属する料金月の料金等を請求するものとします。なお、契約開始月については、第 17 条（課金開始

日）のとおりとする。 

2．本契約が解除、解約等理由の如何を問わず終了した場合には、解除または解約がなされた月までの料金

等をお支払いただくものとします。 

3．当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、第 1 項の料金計算の起算日、締切日を変更すること

があります。 

4．当社は、料金等の請求書の発行に代えて本サービス上で会員の利用状況および料金を表示するものとし

ます。また、領収書は発行しないものとします。 

 

 

第 22 条（延滞利息） 

会員が、当社が定める加入料金を遅延した場合は、その遅延金額に対し、年利14.5％の割合による遅延損害金

を、支払い期日より完済するまで当社に支払うものとします。 

 

 

第 23 条（端数処理） 

当社は、料金等その他の計算において、その計算結果に 1 円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り

捨てます。 

 

 

第 5 章 契約期間 

 

 

第 24 条（契約期間および解除料） 

１．本サービスには 3 年間の最低利用期間が設定されています。 

2．最低利用期間内に解約された場合は、別途解除料を頂戴します。 

   解除料 18,000 円 

 

 

第 6 章 サービスの利用停止等 

 

 

第 25 条 （禁止事項） 

１．会員は、本サービスの利用にあたって以下の行為を行ってはならないものとします。 

(1) 他者もしくは当社の著作権、その他の権利を侵害する行為、または侵害するおそれのある行為。

(2) 他者もしくは当社の財産、プライバシーもしくは肖像権を侵害する行為、または侵害するおそれのある

行為。 

(3) 他者のメール受信を妨害する行為、その他他者もしくは当社に不利益もしくは損害を与える行為、また

はそれらのおそれのある行為。 

(4) 他者もしくは当社を誹謗、中傷する行為。公序良俗に反する行為もしくはそのおそれのある行為、また

は公序良俗に反する情報を他者に提供する行為。 

(5) 犯罪的行為もしくは犯罪的行為に結びつく行為、またはそのおそれのある行為。 

(6) 事実に反する、またはそのおそれのある情報を提供する行為。 



(7) ストーカー行為等の規制等に関する法律に違反する行為。無限連鎖講（ネズミ講）を開設し、またはこ

れを勧誘する行為。 

(8) 本サービスによりアクセス可能な当社または他者の情報を改ざん、消去する行為。選挙の事前運動等

公職選挙法に違反する行為。 

(9) 他者に対し、無断で広告・宣伝・勧誘等の電子メールを送信する行為または嫌悪感を抱く電子メール

（嫌がらせメール）を送信する行為。 

(10)連鎖的なメール転送を依頼する行為および当該依頼に応じて転送する行為。 

(11)本人の同意を得ることなく、または不当な手段により他者の個人情報、もしくは他の会社の公開されて

いない情報を収集する行為。 

(12)本サービスの運営を妨げ、もしくはその信用を毀損する行為。各種 ID およびパスワードを不正に使用す

る行為。 

(13)当社または他者の設備等に無権限でアクセスする行為。 

(14)コンピューターウイルス等有害なプログラムを本サービスを通じて、または本サービスに関連して使用

し、もしくは提供する行為。 

(15)本サービスを利用して電気通信事業法に定める電気通信事業を営む行為。 

(16)本サービスを利用して、不特定または多数の第三者の需要に応じて、電気通信役務を反復継続して提

供する行為 

(17)未成年者を害するような行為 

(18)他者になりすまして本サービスを利用する行為 

(19)当社が認める場合を除き、当社が利用契約に基づき設置した電気通信設備を移動し、取りはずし、変

更し、分解し、もしくは損壊し、またはその設備に線条その他の導体を連絡する行為。 

(20)通信の伝送交換に妨害を与える行為。当社が業務の遂行上支障がないと認めた場合を除き、当社が

利用契約に基づき設置した電気通信設備に他の機械、付加物品等を取り付ける行為。 

(21)上記各号のいずれかに該当する行為（当該行為を他者が行っている場合を含みます。）が見られるデータ

等へ当該行為を助長する目的でリンクを張る行為。 

(22)その他、法令に違反する、または違反するおそれのある行為。 

(23)その他、当社が不適切と判断する行為。 

2．会員は、前項に該当もしくは該当する恐れがあると当社が判断した場合、当社からの利用状況の確認に

応じるものとします。 

3．会員は、第 1 項の規定に違反して電気通信設備を亡失し、または毀損した場合は、当社が指定する期

日までにその補充、修繕その他の工事等に必要な費用を支払うものとします。 

 

 

第 26 条 （サービスの停止） 

1．会員が、本規約に違反した場合、前条各号の一に該当すると当社が判断した場合、または本サービスの利

用契約成立後に第 12 条（契約の申込みの承諾）第 2 項各号に該当する事由の存在が判明した場合、当社

は、事前に通知することなく、当該会員に対する本サービスの提供を、当社が相当と判断する期間停止するこ

とができるものとします。この場合でも、当該会員は停止期間中の料金を支払う義務を免れないものとしま

す。 

2．当社は、会員が以下の各号のいずれかに該当する行為を行った場合、会員への本サービス提供を停止ま

たは制限する場合があります。 

(1) ウィルスに感染した会員の自営端末設備からウィルスを送信している場合。 

(2) ウィルスの大量感染が発生し、ウィルスの感染拡大を防ぐため、一時的に特定プロトコル（該当ウィル

スが利用する）の遮断を行う場合。 

(3) スパムメール発信行為を行い、第三者へ迷惑を及ぼしている場合。 

(4) 会員の自営端末設備が故障し、エラーパケットをネットワークに大量に送信し、当社設備などに想定外

の負荷を与えている場合。 

(5) 会員が第三者や当社設備に対して不正アクセス行為を行っている場合。 

(6) サービスに関する当社の業務の遂行または当社の設備、機器、システム等に著しい障害を及ぼし、ま



たは及ぼすおそれがある行為をしたとき。 

(7) 当社が提供する他のサービスまたは当社提携先事業者が提供するサービスの会員の場合で、当該サ

ービスの利用停止事由が発生したとき、またはこれらの利用を停止されたとき。 

(8) 本サービスに関する当社の業務の遂行または当社の設備、機器、システム等に著しい障害を及ぼし、

または及ぼすおそれがある行為をしたとき。 

(9) 大量のトラフィック送信を長時間継続し、当社設備に対して想定外の負荷をかけ、または、サービスの

安定提供に著しい影響を与えている場合。 

(10)当社より付与されている IP アドレスを通常以外の方法で利用することにより、第三者の通信、または

当社設備に悪影響を与える可能性がある場合。 

(11)契約者回線等に、自営端末設備、自営電気通信設備、当社以外の電気通信事業者が設置する電気通

信回線または当社の提供する電気通信サービスに係る電気通信回線を当社の承諾を得ずに接続したと

き。 

(12)契約者回線等に接続されている自営端末設備もしくは自営電気通信設備に異常がある場合、その他電

気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合に当社が行う検査を受けることを拒んだとき、またはその

検査の結果、端末設備等規則（昭和 60 年郵政省令第 31 号）（以下「技術基準」といいます。）および端末設

備等の接続の条件（以下「技術的条件」といいます。）に適合していると認められない自営端末設備もしくは自営

電気通信設備を契約者回線等から取りはずさなかったとき。 

（13)支払期日を経過しても本サービスの料金等を支払わないとき。 

(14)会員の料金等の支払意思が確認できないとき。 

(15)破産または個人再生手続等法的倒産手続の申立があった場合。 

(16)その他、当社が適当でないと判断する場合。 

3．会員が複数の利用契約を締結している場合において、当該利用契約のうちのいずれかについて前項の

規定により本サービスの利用を停止されたときは、当社は、当該会員が締結している他の全ての利用契約

に基づく本サービスの利用を停止することができるものとします。 

4．本条に基づき本サービスの利用が停止・制限された場合であっても、当該本サービスの停止・制限原因

が解消されるまで、または利用契約が解除されるまでの間については、会員は料金等の支払義務を免れ

ないものとします。また、当社は本条に基づく本サービスの利用の停止または制限により会員に発生した

損害について、一切責任を負わないものとします。 

5．本条の規定にかかわらず、当社は本サービスの停止義務を負うものではありません。 

 

 

第 27 条 （情報等の削除） 

1．当社は、会員が当社の提供するサーバー上に登録した情報または文章等が、以下の事項に該当すると

判断した場合、当該会員に通知することなく、当該情報または文書等を削除することができるものとしま

す。 

(1) 第 25 条（禁止事項）各号の禁止行為に該当する場合、または本サービスのオプションサービスの規

約において禁止事項として定められた行為に該当する場合。 

(2) 本サービスの保守管理上削除することが必要であると当社が判断した場合。 

(3) 登録、提供された情報または文書等の容量が当社の機器の所定の記録容量を超過した場合。 

(4) その他、当社が削除の必要があると判断した場合。 

2．前項の規定にかかわらず、当社は、情報の削除義務を負うものではありません。 

3．当社は、本条の規定に従い情報を削除したこと、もしくは情報を削除しなかったことにより会員または第

三者に発生した損害について、一切責任を負いません。 

 

 

 

第 7 章  契約の解除 

 

 



第 28 条 （会員が行う契約の解約） 

1．会員が利用契約を解約しようとする場合、当社所定の方法により解約希望月前月 20 日までに解約を申し

入れるものとします。解約の効力発生日は、解約の意思表示が当社に到達した月の翌月 1 日からとしま

す。 

2．第 1 項の場合において、その利用中に係る会員の一切の債務は、利用契約の解約があった後において

もその債務が履行されるまで消滅しません。 

3．利用契約の解約の意思表示は、利用契約に付随するすべてのオプションサービスに関する契約解約の

意思表示と見做し、当社は当該会員の利用するオプションサービス提供会社に解約の意思表示を通知す

るものとします（ただし、別途当社が指定する一部のサービスについてはこの限りではありません）。 

  4．事業者変更制度を利用し解約しようとする場合、解約月は変更先事業者との契約月になります。 

  5．事業者変更制度を利用する場合、当社から事業者変更承諾番号（T 番号）を発行いたします。事業者変

更承諾番号（T 番号）の有効期限は発行日を含む 15 日間になります。 

  6．事業者変更承諾番号（T 番号）の発行には手数料 3000 円が必要となります。なお発行は当社解約手続

きが終了してからの発行となります。 

 

 

第 29 条 （当社が行う契約の解除） 

1．当社は、以下の各号の一に該当する場合には、会員に当社の定める方法で通知することにより、利用契約を

解除できるものとします。 

(1) 第 26 条（サービスの停止）第 1 項に基づき本サービスの利用停止を受けた会員が当社から期間を

定めた催告を受けたにもかかわらず、なおその事由が解消されない場合。 

(2) 契約者回線等について、他の電気通信回線設備に空きがない場合等の理由により回線収容替え

（契約者回線等に係る伝送路設備を当社が指定する他の伝送路設備に変更することをいいます。以下同

じとします。）を行うことができない場合。 

2．会員が以下の各号の一に該当する場合、当社は、事前に通知することなく、直ちに利用契約を解除する

ことができるものとします。 

(1) 本規約または本サービスのオプションサービスの規約の一に違背する行為を行った場合。 

(2) 当社への申告、届出内容に虚偽があった場合。 

(3) 料金等の支払債務の履行遅延または不履行があった場合。 

(4) 本サービスの利用契約成立後に、第 12 条（契約の申込みの承諾）第 2 項各号に該当する事由の存

在が判明した場合。 

(5) その他、会員として不適切と当社が判断した場合。 

(6) 会員が死亡したことを当社が知った場合。 

3．利用契約が解除された場合、会員は、利用契約に基づく一切の債務につき当然に期限の利益を喪失し、

未払債務の全額を直ちに当社に支払うものとします。この場合も、第 22 条（延滞利息）および第 23 条（端

数処理）の規定が適用されるものとします。 

4．前項に定めるものの他、契約解約の有無にかかわらず、第 2 項に定める解約原因に関連して、または

契約解約に伴って、当社が損害を被った場合、当社は会員に対し、その賠償請求を行うことができるものと

します。 

 

 

 

第 8 章 会員の責務等 

 

 

第 30 条 （会員の責務） 

1．会員は、自己の費用と責任で PC 等の端末を用意し、本サービスを利用するものとします。 

2．会員は、本サービスの提供に支障を与えないために、前項の端末を正常に稼働するように維持するもの

とします。 



3．会員は、当社が利用契約に基づき設置した電気設備を善良な管理者の注意をもって保管するものとしま

す。 

4．会員は、本サービスを利用することができなくなったときは、その旨を当社に通知するものとします。 

 

 

第 31 条 （各種 ID およびパスワードの管理） 

1．本サービスの利用に関して会員に各種 ID およびパスワードが付与される場合、当該会員は、各

種 ID およびパスワードを管理する責任を負います。 

2．各種 ID およびパスワードの譲渡、名義変更はできません。 

3．当社は、各種 ID およびパスワードの使用上の過誤や第三者の使用による損害の責任を負いません。 

4．会員は、各種 ID およびパスワードを忘れた場合や第三者に知られた場合には、速やかに当社に届け出

るものとします。 

 

 

 

第 9 章 保守 

 

 

第 32 条 （会員等の切分責任） 

1．会員は、自営端末設備または自営電気通信設備が契約者回線等に接続されている場合であって、当社の

電気通信設備を利用することができなくなったときは、その自営端末設備または自営電気通信設備に故障

のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

2．当社は、前項の試験により当社が設置した電気通信設備に故障がないと判定した場合において、会員の請

求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備または自営電気通信設備にあったときは、

会員にその派遣に要した費用を負担していただくものとします。この場合の負担を要する費用の額は、派遣

に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

 

第 33 条 （サービスの中止等） 

1．当社は、当社または卸電気通信役務提供事業者の電気通信設備の保守上または工事上やむを得ないと

き、もしくは契約者回線等について回線収容替え工事を行うとき、本サービスの提供の全部または一部を中

止することができるものとします。 

2．当社は天災、事変、その他の非常事態が発生し、または発生するおそれがあるときは、電気通信事業法

第 8 条で定める重要通信を確保するために会員に事前に通知することなく、会員に対する本サービスの全

部または一部を中止する措置をとることができるものとします。 

3．当社は、前項にて定める法律上の要請の如何にかかわらず、天災、事変、その他の非常事態が発生し、

もしくは発生するおそれがある場合、当社のシステムの保守を定期的にもしくは緊急に行う場合、または当

社が設置する電気通信設備等の障害その他やむを得ない事由が生じた場合、当社の判断により本サービ

スの提供の全部または一部を中止することができるものとします。 

4．当社は、営業上、技術上その他の理由により、本サービスの全部または一部を廃止することがあります。 

 

 

第 34 条 （修理または復旧の順位） 

当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、または滅失した場合に、その全部を修理し、または復旧

することができないときは、第 33 条（サービスの中止等）の規定により優先的に取り扱われる通信を確保す

るため、当社が別に定める順位に従ってその電気通信設備を修理、または復旧します。この場合におよび

おける電気通信設備は、同条の規定により当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。な

お、当社は、当社の設置した電気通信設備を修理または復旧するときは、故障または滅失した契約者回線

について、暫定的に収容ＩＰ通信網サービス取扱所またはその経路を変更することがあります。 



 

 

 

第 10 章 免責 

 

 

第 35 条 （責任の制限） 

1．当社は、インターネット接続サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりの提

供をしなかったときは、そのインターネット接続サービスが全く利用できない状態（その契約に係る電気通信

設備によるすべての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みま

す。 

以下この条において同じとします。）にあることを当社が認知した時刻から起算して、24 時間以上その状態

が連続したときに限り、その契約者の損害を賠償します。 

2．前項の場合において、当社は、インターネット接続サービスが全くできない状態にあることを当社が認知

した時刻以後のその状態が連続した時間（24 時間の倍数である部分に限ります。）について、24 時間ごとに

日数を計算し、その日数に対応するそのインターネット接続サービスの利用料等の料金額（料金表の規定

によりその利用の都度発生する利用料については、インターネット接続サービスを全く利用できない状態が

連続した期間の初日の属する料金月（一の歴月の起算日（当社が契約ごとに定める毎歴月の一定の日を

いいます。から次の歴月の起算日の前日までの間をいいます。以下同じとします。）の前六料金月の一日当

たりの平均利用料（前六料金月の実績を把握することが困難な場合には、当社が別に定める方法により算

出した額）により算出します。）を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

3．当社の故意又は過失によりインターネット接続サービスの提供をしなかったときは、 

前二項の規定は適用しません。 

 

 

 

第 36 条 （免責事項） 

1．当社は、本サービスの内容、および会員が本サービスを通じて得る情報等について、その完全性、正確性、

確実性、有用性等いかなる保証も行いません。 

2．本サービスの提供、遅滞、変更、停止、中止もしくは廃止、本サービスを通じて登録、提供される情報等の

流失もしくは消失等、またはその他本サービスに関連して発生した会員の損害について、当社は本規約に

て明示的に定める以外一切責任を負いません。 

3．当社は、本サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理または復旧の工事に当たって、

会員に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それがやむを得ない理由によるもので

あるときは、その損害について一切責任を負いません。 

4．当社は、本規約の変更により自営端末設備または自営電気通信設備の改造または変更を要することとな

る場合であっても、その改造等に要する費用については負担しません。 

 

 

第 37 条 （自己責任の原則） 

1．会員は、本サービスの利用およびその結果につき自ら一切の責任を負うものとし、万一本サービスの利用

に関連し他の会員または第三者に対して損害を与えたものとして、当社に対して当該会員または第三者か

ら何らかの請求がなされまたは訴訟が提起された場合、当該会員は、自らの費用と責任において当該請求

または訴訟を解決するものとし、当社を一切免責するものとします。 

2．当社が別途指定したもの以外の機器、方法を用いて本サービスを利用した場合に生じた不具合または損

害について、当社は一切の責任を負わないものとし、会員が自らの責任でこれを処理するものとします。 

 

 

 



第 11 章  その他 

 

 

第 38 条 （通知・連絡等） 

1．当社は、会員への通知・連絡等を電子メールの送付、または当社 Web サイトへの掲載にて行うことがあり

ます。 

2．会員は、随時、当社 Web サイトを閲覧し、当社からの通知・連絡等を確認するものとします。 

3．本規約に基づいて当社が会員に対する通知を行うことを要する場合、当社は、通知すべき内容を当

社 Web サイト上に掲示することにより、当該通知に代えることができるものとします。 

4．会員が当社 Web サイトを確認したか否かに関わらず、当社が Web サイト上に通知・連絡等を掲載してか

ら 24 時間を経過した場合、全ての会員に対し、通知・連絡等がなされたものとみなされるものとします。 

 

 

第 39 条 （承諾の限界） 

当社は、会員から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが技術的に困難なときまたは

保守することが著しく困難である等、当社の業務の遂行上支障があるときは、その請求を承諾しないことがあ

ります。ただし、本規約において別段の定めがある場合は、その定めるところによります｡ 

 

 

第 40 条 （本サービスの変更、追加または廃止） 

1．当社は、本サービスの全部もしくは一部をいつでも変更、追加または廃止することができるものとします。こ

の場合、第 1 条（本規約の適用）第 3 項の規定を準用するものとします。 

2．当社は、前項による本サービスの全部もしくは一部の変更、追加または廃止につき、何ら責任を負うもので

はありません。 

 

 

第 41 条 （会員からの契約者回線等の設置場所の提供等） 

1．契約者回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）または建物内において、当社が契約者

回線等および端末設備を設置するために必要な場所は、その会員から提供していただきます。ただし、会員

から要請があったときは、当社は、その契約者回線等の設置場所を提供することがあります。 

2．当社がＩＰ通信網契約に基づいて設置する電気通信設備に必要な電気は、会員から提供していただくことが

あります。 

3．会員は、契約者回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）または建物内において、当社

の電気通信設備を設置するために管路等の特別な設備を希望するときは、自己の負担によりその特別な設

備を設置していただきます。 

 

 

第 42 条 （第三者への委託） 

当社は、本規約に基づく当社の業務の全部または一部を第三者に委託して行わせることができるものとしま

す。 

 

 

第 43 条 （権利の譲渡制限） 

本規約に別段の定めがある場合を除き、会員が、本サービスの提供を受ける権利は、譲渡することができま

せん。 

 

 

第 44 条 （サービスの利用） 

1．会員は、本規約その他当社が随時通知・連絡等する内容に従い、本サービスを利用するものとします。 



2．会員 ID およびパスワードを用いて本サービスが利用された場合には、会員自身が本サービスを利用した

ものとみなします。 

3．前項の他、当社は、本サービスの種類等に応じ、その利用にあたって別途制限事項を設けることがあります。

この場合、会員は当該制限事項に従うものとします。 

4．会員は、本サービスを通じて発信する情報につき一切の責任を負うものとし、当社に何等の迷惑または損

害を与えないものとします。 

5．本サービスの利用に関連して、会員が他者に対して損害を与えた場合、または会員が他者と紛争を生じた

場合、当該会員は自己の費用と責任で解決するものとし、当社に何等の迷惑または損害を与えないものとし

ます。6．当社は、会員が Web サイトを閲覧する場合に、児童ポルノアドレスリスト（一般社団法人インターネッ

トコンテンツセーフティ協会が提供する児童ポルノアドレスリストをいいます。）に基づき、当該 Web サイト、画

像または映像等の閲覧を制限することがあります。 

 

 

第 45 条 （発信者番号通知） 

1．契約者回線等からの通信については、当社が別に定めるところにより発信者番号通知を行います。なお、

本サービスにおいては、その契約者回線を利用回線とする音声利用ＩＰ通信網サービスに係る契約者回線

番号と同一の番号を契約者 ID 番号等として利用した発信者番号通知を行います。 

2．前項の場合において、当社は、契約者 ID 番号等を通信の相手先の契約者回線等または相互接続点へ

通知する、または通知しないことに伴い発生する損害については、第 35 条（責任の制限）の規定に該当する

場合に限り、その規定により責任を負います。 

3．会員は、本条第１項の規定等により通知を受けた契約者 ID 番号等の利用に当たっては、総務省の定め

る「発信者情報通知サービスの利用における発信者個人情報の保護に関するガイドライン」を尊重するもの

とします。 

 

 

第 46 条 （会員情報の通知等） 

1．会員は、当社が本サービスを提供する目的で、以下の各号所定の会員情報を卸電気通信役務提供事業者

に通知すること、および卸電気通信役務提供事業者が当該情報を記録・保有することについて予め承諾す

るものとします。 

(1) お客様情報 

(2) 工事に係る情報 

(3) サービス申込および利用情報 

(4) 廃止、移転、名義変更等に係る異動の事実 

2．会員は、卸電気通信役務提供事業者が以下の各号において、前項に基づき卸電気通信役務提供事業者

の保有する会員の情報を第三者（会員が契約を締結している事業者、または卸電気通信役務提供事業者が

「IP 通信網サービス契約約款」にて定める特定事業者に限ります。以下この条において同じとします。）に開

示する場合があることについて予め承諾するものとします。 

(1) 第三者から請求があった場合における、通信履歴等その会員に関する情報の開示 

(2) 卸電気通信役務提供事業者の委託により本サービスに関する業務を行う事業者への通信履歴等その

会員に関する情報の開示 

(3) 判決、決定、命令その他の司法上または行政上の要請、要求または命令によりその情報の開示が要

求された場合における、その請求元機関への開示 

 

第 47 条 （NTT 西との相互通知事項） 

会員は、本サービスを提供する目的で、当社と NTT 西との間で以下の各号所定の事項を相互に通知する

場合があることを承諾するものとします。 

(1)  お客様情報 

(2) 申し込み手続きの処理状況 

(3) サービス利用情報 



(4) 廃止、移転、名義変更等に係る異動の事実 

(5) 通信履歴等 

 

 

第 48 条 （卸電気通信役務提供事業者の電気通信サービスに関する手続きの代行） 

当社は、本サービスの契約の申込みをする者または会員から要請があったときは、卸電気通信役 

務提供事業者の電気通信サービスの利用に係る申込み、請求、届出その他その電気通信サービス 

の利用に係る事項について、手続きの代行を行います｡ 

 

 

第 49 条 （著作権等） 

1．会員は、本サービスを通じて当社が会員に提供する情報（映像、音声、文章等を含む。以下同 

じ）に関する著作権その他一切の権利が、当社または当社に対して当該情報を提供した第三者 

に帰属するものであることを確認します。 

2．会員は、本サービスを通じて当社から提供される情報を自己の私的使用の目的にのみ使用する 

ものとし、商業目的に利用したり、他者への転送や一般公衆が閲覧できる Web サイト等への掲 

載をしたり、私的使用の範囲を超える目的で複製し、出版し、放送し、公衆送信するなどを行っては 

ならず、および第三者をして行わせてはならないものとします。 

 

 

第 50 条 （個人情報等の保護） 

当社は、会員および申込者の個人情報の収集、利用、提供および公表等にあたり、ハートネットワーク「個人情

報保方針」および「個人情報の取り扱いについて」（http://www.heartnetwork.jp/privacy/index.html）に従い適

切に実施します。 

 

 

第 51 条 （準拠法） 

本規約に関する準拠法は、日本法とします。 

 

 

  第 52 条 （管轄裁判所） 

会員と当社との間で本サービスに関して紛争が生じた場合は、松山簡易裁判所または松山地方裁判所を第一

審の管轄裁判所とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2015 年 4 月 １日制定実施） 

（2016 年 2 月 3 日改定） 

（2019 年 7 月 1 日改定） 

 


